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５ 民間による施設整備の推進

（１） ＰＦＩ法に基づき実施される公共荷捌き施設等の整備に係る特例措置

の拡充

効率的かつ効果的な社会資本整備を推進するため、ＰＦＩ法の選定事業により

取得した特定用途港湾施設に係る特例措置を拡充する。

○登録免許税：非課税

○不動産取得税：非課税

○事業所税： 新増設）非課税 （資産割）非課税（

［現行：固定資産税・都市計画税について課税標準１／２の特例措置］

（参考）港湾におけるＰＦＩ公共荷捌き施設整備事業の流れおよび税制措置

※ 今回要望事項【事業開始時】

荷役機械の整備 港登録免許税

管理棟の整備 湾不動産取得税

（新増設） 管事業所税

コンテナターミナル運営開始 理

者※ 今回要望事項

（資産割） で事業所税

【事業期間中】 は

非固定資産税（１／２）

課都市計画税（１／２）

税※ 12年度創設、14年度拡充

事業終了・清算（施設譲渡）

※ 今後施設移転円滑化施策を検討予定【事業終了時】

【ひびきコンテナターミナル完成予想図】
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（２） 雨水貯留・利用浸透施設に係る割増償却制度の延長及び拡充

治水安全度の確保、内水被害の軽減等、都市化の進展に伴い発生している問題

に対処するため、雨水貯留・利用浸透施設に係る割増償却制度の適用期限を延長

するとともに、特例措置の対象を拡充する。

（延 長）

○所得税・法人税：５年間１割増償却

（拡 充）

浸水被害の著しい都市部の一定地域に設置する雨水貯留・利用浸透施設の貯

水容量要件（現行200 ）を撤廃。

（３） ＮＴＴ－Ａ事業に係る課税の特例措置の延長

ＮＴＴ－Ａ事業による港湾施設の整備の円滑化を図るため、第三セクターが無

利子貸付金の貸付を受けて整備する港湾施設に係る特例措置の適用期限を延長す

る。

○登録免許税：４／１０００

○不動産取得税：非課税

一部をトイレ等に
利用

屋根に降った雨水を
一時雨水槽に貯留

雨水貯留・利用　
浸透施設

流出抑制による浸
水被害の軽減


